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第１節 農業経済の動向

第１ 県内経済の動向

県経済に占める農業の割合は横ばい

平成 年度（ 年度）の県

経済の成長率は、名目＋ ％、

実質＋ ％となった。平成

年熊本地震により甚大な被害を

受けたが、復旧・復興等のため、

公共事業は大幅に増加し、損壊

した家屋の再建築により新設住

宅着工数も大幅に増加した。

また、消費者物価指数は、光

熱等が上昇したため増加が続き、

有効求人倍率は 倍と熊本地

震の影響により、引き続き高い

水準で推移した。

（表Ⅰ ）

これを業種別に見ると、建設

業や運輸・郵便業などで増加し

たため、製造業、卸売・小売業

の総生産額が減少したものの、

全体ではプラス成長となった。

農業では、野菜の価格低下等

により減少したため、豚肉の出

荷頭数増加等により増加したも

のの、農業全体で総生産が減少

した。（表Ⅰ ）

県内の総生産額に対する農業

の割合は、 ％で前年から

ポイント低下した。また、土地

面積に占める耕地の割合は、平

成 年熊本地震による田畑のか

い廃等により低下した平成 年

（ 年）と同の ％となっ

表Ⅰ 県の経済成長率と主要経済指標の推移
（対前年比増減率）

資料）九州財務局「管内主要経済指標」、県企画振興部「県民経済

計算報告書」

注）経済成長率は年度、消費者物価指数は熊本市

表Ⅰ 経済成長率と農業総生産の増減率の推移
（対前年度増減率）

資料）農林水産省「農業・食料関連産業の経済計算」、県企画振興

部「県 民経済計算報告書」

図Ⅰ 県の産業及び面積における農業の割合

資料）総務省「国勢調査」農林水産省「作物統計」、「農 林 業

センサス」、県企画振興部「県民経済計算報告書」

注）土地面積（県面積）に占める耕地面積の算出にあたって

は、土地面積は直近データ を採用。

項 目 単位

経 済 成 長 率 （名 目）

経 済 成 長 率（ 実 質） △ 1.3

大 型 小 売 店 販 売 額 △ 2.9 △ 1.4 △ 3.9

鉱 工 業 生 産 指 数

新 設 住 宅 着 工 件 数 △ 10.2 △ 6.7 △ 4.8

消 費 者 物 価 指 数 △ 0.3

企 業 倒 産 件 数 △ 10.2 △ 26.5 △ 9.7 △ 40.8 △ 11.9

有 効 求 人 倍 率 倍

％

2.7 3.0 3.0 2.9 3.0 2.9 

15.8 15.6 15.5 15.4 15.1 15.1 

10.1 9.9 9.8 9.7 9.5 9.4 

0

5

10

15

20

H22 H25 H26 H27 H28 H29

(％) 総生産(名目) 耕地面積 就業者数

△ 1.0

 うち農業 △ 0.2 △ 1.6

△ 0.7 △ 0.2

△ 7.4 △ 1.0

△ 14.9 △ 1.8

△ 4.1 △ 1.3 △ 2.4 △ 1.2

△ 4.1 △ 1.7

△ 1.6 △ 4.3 △ 0.7　うち農業総生産

 うち運輸・郵便業

うち宿泊・飲食サービス業

 うち製造業

 うち建設業

 うち卸売・小売業

項　　　目

県内総生産（名目）

 うち鉱業

 うち農林水産業

 国内総生産
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た。県内就業者数に占める農業就業者数の割合は ポイント低下し ％となった。

（図Ⅰ ）

第２ 主要指標からみた農業経済の動向

（平成 年（ 年）の農業産出額はほぼ横ばい）

平成 年（ 年）の農業産出額は、全国では前年から総じて減少（前年比 ％）

する中、本県では、ほぼ横ばい（ 億円、前年比： ％）となった。本県は、

野菜、畜産、米、果実等をバランス良く生産している特徴から、農業産出額の減少幅

が小さくなっている。

平成 年（ 年）の農産物価格指数（全国値，平成 年（ 年）を とする）

は、米、果実等の価格が上昇したため、前年より ％上昇し となった。

また、農業生産資材価格指数は、光熱動力費、肥料等が上昇したため、畜産用動

物が低下したものの、前年より ％上昇し となった。

このため、農産物と農業生産資材の相対価格関係の変化を示す農業の交易条件指

数（農業生産資材価格指数に対する農産物価格指数の比率）は、前年より ％上昇

し、 となった。（表Ⅰ ）

表Ⅰ 農業経済関係指標の推移

資料）農林水産省「農業生産指数」、「農業物価統計調査」、「生産農業所得統計」、「農（林）業センサ

ス」、「作物統計」

注）農業産出額については、 年から推計方法が変更されたため、過年次との比較の際には注意が必要

H7～H12 H12～H17 H17～H22 H22～H27 H27～H29 H29～H30

農 業 産 出 額 億円 3,856 3,358 3,102 3,071 3,348 3,423 3,406 △ 2.7 △ 1.6 △ 0.2 1.7 2.2 △ 0.5

生 産 農 業 所 得 〃 1,757 1,424 1,136 1,080 1,177 1,296 1,395 △ 4.1 △ 4.4 △ 1.0 1.7 10.1 7.6

耕 地 面 積 千ha 133.3 125.4 120.4 117.4 114.1 111.8 111.6 △ 1.2 △ 0.8 △ 0.5 △ 0.6 △ 2.0 △ 0.2

農家人口（販売農家） 千人 325.5 286.9 236.5 189.0 149.8 － － △ 2.5 △ 3.8 △ 4.4 △ 4.5 － －

基幹的農業従事者数 〃 98.0 88.7 82.0 73.0 65.2 － － △ 2.0 △ 1.6 △ 2.3 △ 2.2 － －

農 産 物 価 格 指 数 H27年=100 104.6 91.4 91.2 92.9 100.0 108.5 111.8 △ 2.7 △ 0.0 0.4 1.5 8.5 3.0

農業 生産 資材 価格 指数 〃 78.6 80.1 82.3 90.4 100.0 98.8 100.7 0.4 0.5 1.9 2.0 △ 1.2 1.9

農 業 交 易 条 件 指 数 〃 133.1 114.1 110.8 102.8 100.0 109.8 111.0 △ 3.0 △ 0.6 △ 1.5 △ 0.5 9.8 1.1

項 目 単位 H17 H22H12H7年 H30
対前年増減（△）率（％）

H27 H29

－ 2－
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た。県内就業者数に占める農業就業者数の割合は ポイント低下し ％となった。

（図Ⅰ ）

第２ 主要指標からみた農業経済の動向

（平成 年（ 年）の農業産出額はほぼ横ばい）

平成 年（ 年）の農業産出額は、全国では前年から総じて減少（前年比 ％）

する中、本県では、ほぼ横ばい（ 億円、前年比： ％）となった。本県は、

野菜、畜産、米、果実等をバランス良く生産している特徴から、農業産出額の減少幅

が小さくなっている。

平成 年（ 年）の農産物価格指数（全国値，平成 年（ 年）を とする）

は、米、果実等の価格が上昇したため、前年より ％上昇し となった。

また、農業生産資材価格指数は、光熱動力費、肥料等が上昇したため、畜産用動

物が低下したものの、前年より ％上昇し となった。

このため、農産物と農業生産資材の相対価格関係の変化を示す農業の交易条件指

数（農業生産資材価格指数に対する農産物価格指数の比率）は、前年より ％上昇

し、 となった。（表Ⅰ ）

表Ⅰ 農業経済関係指標の推移

資料）農林水産省「農業生産指数」、「農業物価統計調査」、「生産農業所得統計」、「農（林）業センサ

ス」、「作物統計」

注）農業産出額については、 年から推計方法が変更されたため、過年次との比較の際には注意が必要

H7～H12 H12～H17 H17～H22 H22～H27 H27～H29 H29～H30

農 業 産 出 額 億円 3,856 3,358 3,102 3,071 3,348 3,423 3,406 △ 2.7 △ 1.6 △ 0.2 1.7 2.2 △ 0.5

生 産 農 業 所 得 〃 1,757 1,424 1,136 1,080 1,177 1,296 1,395 △ 4.1 △ 4.4 △ 1.0 1.7 10.1 7.6

耕 地 面 積 千ha 133.3 125.4 120.4 117.4 114.1 111.8 111.6 △ 1.2 △ 0.8 △ 0.5 △ 0.6 △ 2.0 △ 0.2

農家人口（販売農家） 千人 325.5 286.9 236.5 189.0 149.8 － － △ 2.5 △ 3.8 △ 4.4 △ 4.5 － －

基幹的農業従事者数 〃 98.0 88.7 82.0 73.0 65.2 － － △ 2.0 △ 1.6 △ 2.3 △ 2.2 － －

農 産 物 価 格 指 数 H27年=100 104.6 91.4 91.2 92.9 100.0 108.5 111.8 △ 2.7 △ 0.0 0.4 1.5 8.5 3.0

農業 生産 資材 価格 指数 〃 78.6 80.1 82.3 90.4 100.0 98.8 100.7 0.4 0.5 1.9 2.0 △ 1.2 1.9

農 業 交 易 条 件 指 数 〃 133.1 114.1 110.8 102.8 100.0 109.8 111.0 △ 3.0 △ 0.6 △ 1.5 △ 0.5 9.8 1.1

項 目 単位 H17 H22H12H7年 H30
対前年増減（△）率（％）

H27 H29

第１章 農業経済及び農家経済の動向

第３ 農業と製造業の比較生産性の動向

（農業の労働生産性は上昇傾向）

平成 年度（ 年度）の農業及び

製造業の労働生産性（就業者１人あた

り純生産）をみると、製造業は大幅に

上昇した平成 年度と同の 万円と

なった。農業は、前年度より ％増

加し、 万円となり、上昇傾向とな

っている。（図Ⅰ ）

このため、平成 年度（ 年度）

農業の比較生産性（製造業就業者の１

人あたり純生産に対する農業就業者１

人あたり純生産の割合）は、前年比

ポイント上昇の ％となり、製

造業との格差は縮小した。（図Ⅰ

）

農業と製造業の所得格差（１日あた

り）をみると、平成 年度の農業所得

（販売農家）は、製造業所得に対して

％と、前年度と比べて ポイント

上昇しており、所得格差は縮小した。

なお、稲作労働報酬（所得）につい

ては、米の価格上昇により収入が増加

し、所得格差が縮小した。

（図Ⅰ ）

図Ⅰ 労働生産性の推移

資料）県企画振興部「県民経済計算報告書」

注）労働生産性は、就業者１人当たりの純生産

図Ⅰ 農業の比較生産性の推移

資料）県企画振興部「県民経済計算報告書」

注）農業の比較生産性＝農業就業者１人当たり純生産÷製造

業就業者１人当たり純生産

図Ⅰ 所得格差

資料）農林水産省「農家経済調査」「農業経営統計調査」、県企

画振興部「毎月勤労統計調査」

注）製造業常勤給与に対する比率である。また、 の稲作労

働報酬額は、マイナスのため公表されていない。

96 
128 130 133 156 171 

496 
527 539 

602 
641 641 

0

200

400

600

800

H22 H25 H26 H27 H28 H29

農業 製造業
(万円)

19.3 
24.3 24.0 22.1 

24.4 
26.7 

0

25

50

H22 H25 H26 H27 H28 H29

（％）

32.3

4.4

20.6

14.0

23.7

36.2 44.9 

41.4 39.0 
44.6 

49.6 

0

20

40

60

H22 H25 H26 H27 H28 H29

(%)
稲作

農業所得

－ 3－

第
１
章

農
業
経
済
及
び

農
家
経
済
の
動
向



第２節 農家経済の動向

第１ 農家経済の動向

（販売農家の農業所得はや

や減少）

平成 年（ 年）の販

売農家 戸あたりの所得は、

農業所得が前年より 万円

％ 減少し、農外所得

も減少したため、農家所得

全体で前年より 万円

％）減少し、 万円

となった。

（図Ⅰ ）

農業粗収益は、工芸作物、

畜産が減少したものの、野

菜が大幅に増加したことか

ら、前年と比べ ％増加

し約 万円となった。

（表Ⅰ ）

農業経営費については、

農機具等の増加により、前

年に比べて ％増加し、

万円となった。

農業所得率（農業粗収益

に占める農業所得の割合）

は、農業粗収益が増加した

ものの、農業経営費が増加

したため、前年より ポ

イント減少し ％となっ

た。

（図Ⅰ ）

図Ⅰ 農家所得（販売農家）の推移

資料）農林水産省「農業経営統計調査」（ ～ ）、「農業経営統計調

査（営農類型別統計）」（ ～）
※平成 年に調査の体系見直しあり。平成 年以前のデータは、農業以外の収支も、農家全
体が関わる収支 年金等、租税公課を含む を計上した結果であり、経年比較は注意が必要。

※※平成 年以降は九州平均値（調査の見直しにより、県別データは公表されなくなった。）

表Ⅰ 作物別農業粗収益（販売農家）の推移
（単位：万円 ％）

資料）「農業経営統計調査（営農類型別統計）」

※平成 年以降は九州平均値（調査の見直しにより、県別データは公表されなくなった。）

図Ⅰ 農業経営費及び農業所得率の推移（販売農家）

資料）農林水産省「農業経営統計調査」（ ～ ）「農業経営統計調査

（営農類型別経営統計）」（ ）」
※平成 年に調査の体系見直しあり、平成 年以前のデータは、農業以外の収支も、農家全体
が関わる収支 年金等、租税公課を含む を計上した結果であり、経年比較は注意が必要。

※※平成 年以降は九州平均値（調査の見直しにより、県別データは公表されなくなった。）
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第２節 農家経済の動向

第１ 農家経済の動向

（販売農家の農業所得はや

や減少）

平成 年（ 年）の販

売農家 戸あたりの所得は、

農業所得が前年より 万円

％ 減少し、農外所得

も減少したため、農家所得

全体で前年より 万円

％）減少し、 万円

となった。

（図Ⅰ ）
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畜産が減少したものの、野

菜が大幅に増加したことか

ら、前年と比べ ％増加

し約 万円となった。

（表Ⅰ ）
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は、農業粗収益が増加した

ものの、農業経営費が増加

したため、前年より ポ

イント減少し ％となっ

た。

（図Ⅰ ）

図Ⅰ 農家所得（販売農家）の推移
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査（営農類型別統計）」（ ～）
※平成 年に調査の体系見直しあり。平成 年以前のデータは、農業以外の収支も、農家全
体が関わる収支 年金等、租税公課を含む を計上した結果であり、経年比較は注意が必要。

※※平成 年以降は九州平均値（調査の見直しにより、県別データは公表されなくなった。）
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第１章 農業経済及び農家経済の動向

販 売 農 家 の 平 成 年

（ 年）の家計費は、前年

と比べて 万円減少し、

万円となった。

（図Ⅰ ）

また、平成 年（ 年）

の農家経済余剰をみると、農

業所得の増加により可処分所

得が増加したことからプラス

となり、家計費が減少したた

め、前年に比べ 万円の増加

となった。

なお、平成 年（ 年）

以降に農家経済余剰が大きく

減少しているのは、国の農業

経営統計調査の見直しにより、

農業収支及び家計費は農家世

帯を計上するものの、農業以

外については農業経営に関与

する世帯員（就学者を除く当

該農業従事日数 日以上の者）

が関わる収支のみを計上し、

農業に関与しない世帯員の農

外所得が計上されなくなった

ためである。

（図Ⅰ ）

次に、平成 年（ 年）

の農業依存度は、前年より

ポイント増加し、 ％となっ

た。家計費充足率（家計費に

対する農業所得の割合）は、

前年より ポイント増加し、

％となった。

（図Ⅰ ）

図Ⅰ 家計費及び農家所得に占める割合の推移

資料）農林水産省「農家経済調査」（ ）、「農業経営統計調査」（ ～

）「農業経営統計調査（営農類型別経営統計）」（ ～）
注）ここでいう農家所得は、販売農家の「農業所得」と「農外所得」の合

計であり、「年金・被贈等の収入」、「農業生産関連事業所得」は含まな
い。

※平成 年に調査の体系見直しあり。平成 年以前のデータは、農業以外の収支も、農
家全体が関わる収支 年金等、租税公課を含む を計上した結果であり、経年比較は注意
が必要。

※※平成 年からは家計費の調査項目廃止。

図Ⅰ 農家経済余剰（販売農家１戸あたり）の推移

資料）農林水産省「農家経済調査」（ ）「農業経営統計調査」（ ～

）、「農業経営統計調査（営農類型別経営統計）」（ ～）

注）農家経済余剰＝可処分所得－家計費。また、販売農家１戸あた

りのデータである。
※平成 年に調査の体系見直しあり。平成 年以前のデータは、農業以外の収支も、農家
全体が関わる収支 年金等、租税公課を含む を計上した結果であり、経年比較は注意が
必要。

図Ⅰ 農業依存度及び家計費充足率の推移
（販売農家）

資料）「農業経営統計調査（ ～ ）「農業経営統計調査（営農類型

別経営統計）」（ ）

注）農家依存度＝農業所得÷農家所得。家計費充足率＝農業所得÷

家計費。
※平成 年に調査の体系見直しあり。平成 年以前のデータは、農業以外の収支も、農家
全体が関わる収支 年金等、租税公課を含む を計上した結果であり、経年比較は注意が
必要。

99
118

-114

-39 -4

22 16

114

-200

-100

0

100

200

H7年※ H12※ H17 H22 H25 H26 H27 H28

（万円）
農家経済余剰

43 
38 

37 

52 

58 
55 

51 

66 

37 36 

57 

64 

70 
67 

59 

61 

20

30

40

50

60

70

80

7年※ 12※ 17 22 25 26 27 28

（％）

家計費充足率

農業依存度

509
468

425
382

416 435
381

87.2
92.8

152.9

123.6 123.1
115.4

92.6

70

90

110

130

150

170

0

100

200

300

400

500

600

H7年※ H12※ H17 H22 H26 H27 H28

（％）（万円） 家計費(農家） 農家所得に占める割合

－ 5－

第
１
章

農
業
経
済
及
び

農
家
経
済
の
動
向



第２ 農家と勤労者世帯との生活水準比較

（農家世帯と勤労者世帯の所得の格差は縮小）

農家世帯と勤労者世帯との生活水準（勤労者世帯の実収入に対する農家世帯の所

得の割合）を比較すると、まず所得については、農家所得が前年と比べて ％（

万円）増加した一方、勤労者世帯の実収入が ％（ 万円）減少したため、勤労者

世帯に対する農家の所得の割合は、前年より ポイント上昇し、 ％となった。

１世帯あたりの家計費（消費支出）については、農家の世帯員数が勤労者の世帯

を上回っていることもあって、一貫して農家世帯の家計費が勤労者世帯を上回って推

移している。平成 年（ 年）では、農家世帯の家計費が前年より ％（ 万円）

減少したのに対し、勤労者世帯の家計費は ％（ 万円）減少したことから、勤労

者世帯に対する農家世帯の家計費は、前年より ポイント低下し、 ％となった。

また、平成 年（ 年）の勤労者世帯に対する農家世帯の世帯員一人あたり家

計費については、農家世帯の世帯員一人あたり家計費の減少が、勤労者世帯の減少よ

りも大きかったため、前年と比べて ポイント低下し、 ％となった。

（図Ⅰ ）

図Ⅰ 農家と勤労者世帯との所得及び家計費の比較

資料）農林水産省「農業経営統計調査」、総務省「家計調査」（熊本市）

注）農家の数値は販売農家の数値。また、勤労者世帯の数値は、熊本市におけるデータである。
※平成 年に調査の体系見直しあり。平成 年以前のデータは、農業以外の収支も、農家全体が関わる収支 年金等、租

税公課を含む を計上した結果であり、経年比較は注意が必要。
※※平成 年からは家計費の調査項目廃止。
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第１章 農業経済及び農家経済の動向

第３節 経済連携協定等の動向

第１ 日米貿易協定の発効と今後の見通し

１ 日米貿易協定のこれまでの動き

令和 年（ 年） 月 日、日米貿易協定が発効した。これは、ＴＰＰ１１協定、

日ＥＵ・ＥＰＡに続く、大型協定となった。

この協定は、平成 年（ 年） 月 日の日米首脳会談において、「日米物品貿

易協定（ＴＡＧ： ）」として交渉開始が合意され、共同声

明では「過去の経済連携協定で約束した市場アクセスの譲許内容が最大限」と記載さ

れた。平成 年（ 年） 月 日から交渉を開始し、わずか か月後の令和元年

（ 年） 月 日に最終合意に達した。

その後、国会での承認手続きを経て、令和 年（ 年） 月 日に協定発効となっ

た（表Ⅰ ）。

≪参考：日米貿易協定の主な概要≫

・世界のＧＤＰの約３割（ 兆円）を占める日米両国（人口約 億人）間の貿易協定。

・農林水産品に係る日本側の関税について、ＴＰＰの範囲内に抑制。コメは除外。

・発効時から、ＴＰＰ１１締結国と同じ税率を適用。

表Ⅰ 日米貿易協定をめぐる状況
日程 内容 詳細

日米首脳会談 日米２国間の「経済対話」実施を合意

日米経済対話①
日米経済対話②
日米経済対話③

財政政策、インフラ、２国間の貿易等の３分野で協議。
米国トランプ大統領は、対日貿易赤字の不均衡是正を強調した
が、日米ＦＴＡに言及せず、日米経済対話の継続を訴える

日米経済対話事務
レベル交渉

進展のための作業部会（事務レベル会合）として、牛肉セーフガ
ードの見直し等について米国が求める可能性がある。

日米首脳会合
ＴＰＰを巡って、日本は米国の復帰を求める一方、米国はＴＰＰ
ではなく、２国間協定を主張し対立。新たな貿易協議を行うこと
で合意。

新たな貿易協議①
新たな貿易協議②

自動車への追加関税や農産品の関税分野に関する議論も行われ、
関税協議を含む貿易促進の枠組みづくりで一致

日米首脳会合 日米ＴＡＧ交渉の開始を合意

米国議会へ日米ＴＡＧ交渉開始を通知

米国通商代表部は、日本との貿易交渉の方針を発表（自動車、農
産物の関税見直しのほか、サービス・投資を含め２２分野）

日米物品貿易協定（ＴＡＧ）交渉開始

日米首脳会談 最終合意

正式署名

日本 臨時国会 協定の承認

協定発効

国資料や各種報道等を基に作成

２ 日米貿易協定の今後の見通し

令和 年（ 年） 月 日に発効した協定は、第１弾と捉え、日米両政府は、年内

にも第２弾となる協定の交渉に入る予定とされている。

第２弾における交渉分野の中に、農林水産物が含まれないかどうかについて動向を

注視する必要がある。
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第２ ＴＰＰ１１協定のこれまでの動きと今後の見通し

１ ＴＰＰ１１協定のこれまでの動向

ＴＰＰ１１協定（正式名称：環太平洋パ

ートナーシップに関する包括的及び先進的

な協定（ＣＰＴＰＰ））については、平成

年（ 年） 月 日に大筋合意、平成

年（ 年）３月８日に カ国による署

名が行われ、協定文が確定した。

これを受けて、政府は、ＴＰＰ１１に係

る国内手続きに着手し、平成 年（

年） 月 日に協定の承認が、 月 日に関

連法案が成立し、 月 日に預託国であるニ

ュージーランドに通報し、国内手続きが完

了した。（図Ⅰ 、表Ⅰ ）

日本以外の国では、平成 年（ 年）において、メキシコが 月 日、シンガポ

ールが 月 日、ニュージーランドが 月 日、カナダが 月 日、豪州が 月 日

に国内手続きを完了し、発効要件である６か国以上の国内手続きが完了したため、平

成 年（ 年） 月 日に発効した。

また、ベトナムが平成 年（ 年） 月 日に国内手続きを完了し、平成 年

（ 年） 月 日から締約国となっている。その他、ペルー、チリ、マレーシア、ブ

ルネイは国内手続き中である。

なお、関税水準は、日本で毎年 月に、その他の国で毎年 月に次年目に切り替わる

ことになっており、令和 年（ 年） 月 日に日本は３年目の関税水準に移行した。

協定の発効以後、急激な輸入量増加とはなっていないものの、徐々にＴＰＰ加盟国

の存在感は大きくなってきている。例えば、牛肉では、カナダ産、ニュージーランド

産が増加し、豚肉では、カナダ産、メキシコ産なども増加するなど、外国産に占める

割合が変わりつつある。

また、ブドウにおいては、季節関税（３月～ 月： ％、 ～２月： ％）が撤

廃されたことから、輸入量の伸びもみられる。今後、冬～春のブドウ輸入量が増えて

きた場合、同時期の県産果物との競合も考えられることから、輸入動向の注視が必要

である。

≪参考１：ＴＰＰ１１協定の概要≫

・世界の人口の ％、ＧＤＰの ％を占める経済圏。

・合意内容としては、米国が離脱した従来のＴＰＰ協定のうち、市場アクセス（農林水産物を

含む関税の撤廃削減等）は維持し、医薬品（生物製剤）のデータ保護期間などの知的財産や

投資の規定など２２項目を、米国が復帰するまで凍結（効力を停止）することとなった。ま

た、「ＴＰＰ１２の発効が見込まれる場合又は見込まれない場合に、いずれかの締約国の要

請があったときは、この協定の見直しを行う」と規定されている。

図Ⅰ ＴＰＰ交渉参加国

資料）内閣官房ＴＰＰ政府対策本部ＨＰ参照

離脱
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第２ ＴＰＰ１１協定のこれまでの動きと今後の見通し

１ ＴＰＰ１１協定のこれまでの動向

ＴＰＰ１１協定（正式名称：環太平洋パ

ートナーシップに関する包括的及び先進的

な協定（ＣＰＴＰＰ））については、平成

年（ 年） 月 日に大筋合意、平成

年（ 年）３月８日に カ国による署

名が行われ、協定文が確定した。

これを受けて、政府は、ＴＰＰ１１に係

る国内手続きに着手し、平成 年（

年） 月 日に協定の承認が、 月 日に関

連法案が成立し、 月 日に預託国であるニ

ュージーランドに通報し、国内手続きが完

了した。（図Ⅰ 、表Ⅰ ）

日本以外の国では、平成 年（ 年）において、メキシコが 月 日、シンガポ

ールが 月 日、ニュージーランドが 月 日、カナダが 月 日、豪州が 月 日

に国内手続きを完了し、発効要件である６か国以上の国内手続きが完了したため、平

成 年（ 年） 月 日に発効した。

また、ベトナムが平成 年（ 年） 月 日に国内手続きを完了し、平成 年

（ 年） 月 日から締約国となっている。その他、ペルー、チリ、マレーシア、ブ

ルネイは国内手続き中である。

なお、関税水準は、日本で毎年 月に、その他の国で毎年 月に次年目に切り替わる

ことになっており、令和 年（ 年） 月 日に日本は３年目の関税水準に移行した。

協定の発効以後、急激な輸入量増加とはなっていないものの、徐々にＴＰＰ加盟国

の存在感は大きくなってきている。例えば、牛肉では、カナダ産、ニュージーランド

産が増加し、豚肉では、カナダ産、メキシコ産なども増加するなど、外国産に占める

割合が変わりつつある。

また、ブドウにおいては、季節関税（３月～ 月： ％、 ～２月： ％）が撤

廃されたことから、輸入量の伸びもみられる。今後、冬～春のブドウ輸入量が増えて

きた場合、同時期の県産果物との競合も考えられることから、輸入動向の注視が必要

である。

≪参考１：ＴＰＰ１１協定の概要≫

・世界の人口の ％、ＧＤＰの ％を占める経済圏。

・合意内容としては、米国が離脱した従来のＴＰＰ協定のうち、市場アクセス（農林水産物を

含む関税の撤廃削減等）は維持し、医薬品（生物製剤）のデータ保護期間などの知的財産や

投資の規定など２２項目を、米国が復帰するまで凍結（効力を停止）することとなった。ま

た、「ＴＰＰ１２の発効が見込まれる場合又は見込まれない場合に、いずれかの締約国の要

請があったときは、この協定の見直しを行う」と規定されている。

図Ⅰ ＴＰＰ交渉参加国

資料）内閣官房ＴＰＰ政府対策本部ＨＰ参照

離脱

第１章 農業経済及び農家経済の動向

・関税水準は、日本で毎年 月に、その他の国で毎年 月に次年目に切り替わる。

≪参考２：ＴＰＰ１１協定の発効の条件≫

・ＴＰＰ１１は、６カ国（署名国の半数以上）が国内手続き（国会承認等）を完了してから

日後に発効する。なお、その他の国は、国内手続きが完了してから 日後に効力が発生し、

その時点の関税等ルールが適用される（例：発効から３年後に加入した国は、発効３年後時

点の関税率等から適用）

※従来のＴＰＰ発効条件である「ＧＤＰの ％を占める国の国内手続き」の要件は削除された。

表Ⅰ ＴＰＰ１１協定交渉の経緯及び国・県の対応 年 月～ 年 月

日程 国の動き（交渉状況等） 県の動き（県・県議会）

ＴＰＰ協定が大筋合意 県議会意見書

～ 月 定性的影響公表 知事・議長政府提案

経済効果分析公表 定量的影響公表 定性影響公表 県議会意見書

定量影響公表
県議会意見書

県議会意見書

国会で議決（日本） 知事・議長政府提案

月
米国離脱（トランプ大統領がＴＰＰから永久離

脱する大統領令に署名）

対策特別委員会（⇒設置終了）

県議会意見書

ＴＰＰ１１交渉開始（閣僚会合①）

ＴＰＰ１１交渉開始（閣僚会合）

～ 首席交渉官会合等を８回程度開催 知事政府提案

大筋合意（ＴＰＰ閣僚会合で確認） 知事政府提案

ＴＰＰ関連政策大綱改訂 国への要望活動

定性的影響公表

意見書採択

ＴＰＰ１１、日ＥＵ・ＥＰＡ影響試算公表

補正予算閣議決定

首席交渉官会合（凍結は 項目で合意）

月 補正予算成立 定量的影響公表

ＴＰＰ１１協定署名

（日本）協定承認

関連法案 成立

⇒国内手続き完了

補正予算閣議決定

発効

ＴＰＰ委員会（第１回）

国への要望活動 意見書採択

関税水準が３年目に切り替え

国資料や各種報道等を基に作成

２ ＴＰＰ１１協定の今後の動向

ＴＰＰ１１協定の署名国である、ペルー、チリ、マレーシア、ブルネイは国内手続

き中である。その他、報道によれば、タイ、英国等も加入の意向を示しているとされ

るが、加入の是非については、ＴＰＰ委員会での協議が必要となる。基本的には、貿

易や投資ルール分野で高い自由化の基準を受け入れることが前提になるが、関税分野

では、それぞれ２国間で交渉を行う。

＜国内手続きの進捗状況＞

○完了済（締約国）

メキシコ 、日本 、ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ 、

ﾆｭｰｼﾞｰﾗﾝﾄﾞ（ ）カナダ（ ）、

豪州（ ）ベトナム ⇒ から締約国

○今後、手続きを行う

ペルー、チリ、マレーシア、ブルネイ
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第３ 日ＥＵ・ＥＰＡのこれまでの動きと今後の見通し

１ 日ＥＵ・ＥＰＡのこれまでの動向

日ＥＵ・ＥＰＡ（経済連携協定）は、平成

年（ 年）３月から交渉を開始し、平成 年

（ 年） 月 日に大枠合意、 月８日に交渉

妥結、平成 年（ 年） 月 日に署名が行

われ、協定文が確定した。

その後の国内手続きについて、日本では平成

年（ 年） 月 に、ＥＵは欧州理事会で

月 日にそれぞれ完了し、平成 年（

年） 月 日に発効した。

また、令和 年（ 年） 月 日には、関税水準が 年目に移行した。

（図Ⅰ 、表Ⅰ ）

≪参考１：日ＥＵ・ＥＰＡの概要≫

・世界の人口の ％、ＧＤＰの ％を占める経済圏。

・関税水準は、日本で毎年 月に次年目へ切り替わる。

≪参考２：日ＥＵ・ＥＰＡの発効の条件≫

・日ＥＵ・ＥＰＡについて、ＥＵは加盟国が多く、発効の遅れを防ぐため、ＥＵ及び日本の国

内手続き（国会承認等）の完了を通報した日の翌々月の 日に発効する。

表Ⅰ 日ＥＵ・ＥＰＡ交渉の経緯及び国・県の対応 ～ 年 月

日程 国の動き（交渉状況等） 県の動き（県・県議会）

月 日 首脳電話会談で交渉開始

第 回

～ 回交渉官会合・閣僚会合等

大枠合意（「企業と国家の投資紛争の解決

」の協議を残したまま合意）

知事政府提案

定性的な影響公表

意見書採択

定性的な影響公表 知事政府提案

国へ要望活動 意見書採択

交渉妥結 分野を除いて最終合意

、日 ･ 経済効果分析

（影響試算）公表

月 補正予算成立 定量的な影響公表

署名 知事政府提案

日本は臨時国会で に成立

は欧州理事会で に決定

知事政府提案

補正予算閣議決定

発効
国への要望活動 意見書採択

関税水準が３年目に切り替わる

国資料や各種報道等を基に作成

図Ⅰ 日ＥＵ・ＥＰＡの世界に
占める割合

資料）内閣官房ＴＰＰ政府対策本部ＨＰより

－ 10 －



第３ 日ＥＵ・ＥＰＡのこれまでの動きと今後の見通し

１ 日ＥＵ・ＥＰＡのこれまでの動向

日ＥＵ・ＥＰＡ（経済連携協定）は、平成

年（ 年）３月から交渉を開始し、平成 年

（ 年） 月 日に大枠合意、 月８日に交渉

妥結、平成 年（ 年） 月 日に署名が行

われ、協定文が確定した。

その後の国内手続きについて、日本では平成

年（ 年） 月 に、ＥＵは欧州理事会で

月 日にそれぞれ完了し、平成 年（

年） 月 日に発効した。

また、令和 年（ 年） 月 日には、関税水準が 年目に移行した。

（図Ⅰ 、表Ⅰ ）

≪参考１：日ＥＵ・ＥＰＡの概要≫

・世界の人口の ％、ＧＤＰの ％を占める経済圏。

・関税水準は、日本で毎年 月に次年目へ切り替わる。

≪参考２：日ＥＵ・ＥＰＡの発効の条件≫

・日ＥＵ・ＥＰＡについて、ＥＵは加盟国が多く、発効の遅れを防ぐため、ＥＵ及び日本の国

内手続き（国会承認等）の完了を通報した日の翌々月の 日に発効する。

表Ⅰ 日ＥＵ・ＥＰＡ交渉の経緯及び国・県の対応 ～ 年 月

日程 国の動き（交渉状況等） 県の動き（県・県議会）

月 日 首脳電話会談で交渉開始

第 回

～ 回交渉官会合・閣僚会合等

大枠合意（「企業と国家の投資紛争の解決

」の協議を残したまま合意）

知事政府提案

定性的な影響公表

意見書採択

定性的な影響公表 知事政府提案

国へ要望活動 意見書採択

交渉妥結 分野を除いて最終合意

、日 ･ 経済効果分析

（影響試算）公表

月 補正予算成立 定量的な影響公表

署名 知事政府提案

日本は臨時国会で に成立

は欧州理事会で に決定

知事政府提案

補正予算閣議決定

発効
国への要望活動 意見書採択

関税水準が３年目に切り替わる

国資料や各種報道等を基に作成

図Ⅰ 日ＥＵ・ＥＰＡの世界に
占める割合

資料）内閣官房ＴＰＰ政府対策本部ＨＰより

第１章 農業経済及び農家経済の動向

２ 日ＥＵ・ＥＰＡの今後の動向

発効以後、スペイン産の豚肉輸入量が増加する等、本協定の存在感も増してきて

いる。今後、段階的に関税が引き下げられる中で、ＴＰＰ１１発効と併せて、輸入

増加の動きが引き続き強まる可能性とも報じられており、引き続き輸入動向の注視

が必要である。

第４ 経済連携協定等が与える農業・農家経済への影響

１ 日米貿易協定による本県農林水産業への影響

日米貿易協定（令和２年（ 年）１月１日発効）に関連し、国が農林水産物の生

産額への影響を公表したことを受け、熊本県への影響がどの程度見込まれるかについ

て把握するため、本県農林水産物への影響額を試算し、令和２年（ 年）１月 日

に公表した。

その結果、日米貿易協定に伴う影響試算額は約 ～約 億円（国：約 ～約

億円）となった。そのうち、畜産物が約８割を占めており、今後の段階的な関税引き

下げに伴う影響が懸念される。（表Ⅰ ）

≪参考：県農林水産物への影響試算≫
県では、県内農林水産物への影響をできる限り幅広く整理する観点から、国の試算を

参考にした「価格への影響」に、県独自として「価格下落に伴う生産量への影響」や
「コメや野菜等の品目への影響」を上乗せして、影響試算を実施。

表Ⅰ 日米貿易協定発効に伴う県産農林水産物への影響 年 月 日公表

日米貿易協定 (参考)日米及びTPP11

米 除外 1.3

小麦 1.2 2.2

大麦 … 0.3

牛肉 21.4～41.8 37.1～72.7

豚肉 8.3～16.6 10.5～20.2

牛乳乳製品 1.9～3.4 2.0～4.0

かんきつ類 5.4～10.6 7.9～15.4

鶏肉 0.9～1.6 0.7～1.4

鶏卵 0.6～1.1 0.6～1.1

野菜 0.3 5.4

林産物 除外 7.7

水産物 除外 ・・・～0.2

農林水産物　計 40～77 76～132

※国の試算額 600～1,100 1,200～2,000

品目名
熊本県の影響試算額（単位：億円）

注）「・・・」…試算結果が0.1億円未満のため影響額に反映せず。
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２ ＴＰＰ１１協定、日ＥＵ・ＥＰＡによる本県農林水産業への影響

平成 年 月に国が、ＴＰＰ１１協定及び日ＥＵ・ＥＰＡに伴う農林水産物への影

響額を公表したことを受け、県においても、県内農林水産物への影響試算を行った。

国の試算を参考にした価格への影響に、生産量への影響やコメ、野菜への影響を上乗

せした独自試算を行い、平成 年（ 年）２月 日に公表した（県議会農林水産常

任委員会）。

その結果、ＴＰＰ１１では、米国離脱による影響緩和等で ～ 億円（ＴＰＰ１

２： ～ 億円）となった。また、日ＥＵ・ＥＰＡでは、 ～ 億円となった。影

響試算額は、単純に合計できないが、ＴＰＰ１２と同程度の影響となる可能性につい

て示した。

（図Ⅰ ）

３ 県の対応の方向性

ＴＰＰ１１や日米貿易協定など、諸外国との経済連携の進展は、わが国にとって工

業製品の輸出拡大等の経済効果が生じる一方で、農林水産物の市場開放が求められる

ことから、本県の基幹産業である農林水産業への影響が懸念される。そのため、経済

連携協定等の交渉の行方に関わらず、稼げる農林水産業の実現に向けて弛まなく取り

組んでいく必要がある。

≪参考１：国における「総合的なＴＰＰ等関連政策大綱」に基づく施策（農林水産分野 ≫

〇令和元年度 補正予算（ 閣議決定、 国会成立） 億円
○平成 年度補正予算（ 閣議決定、 国会成立） 億円
○平成 年度補正予算（ 閣議決定、 国会成立 ： 億円
○平成 年度補正予算（ 閣議決定、 国会成立 ： 億円
○平成 年度補正予算（ 閣議決定、 国会成立 ： 億円

図Ⅰ 本県農林水産物への影響試算（ 公表）

日ＥＵ・ＥＰＡＴＰＰ１１

県の影響試算

～ 億円

～ 億円

～ 億円
豚肉 ～ 億円

牛肉 ～ 億円

牛肉 ～ 億円

豚肉 ～ 億円

豚肉 ～ 億円牛肉 ～ 億円

前回：ＴＰＰ１２
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２ ＴＰＰ１１協定、日ＥＵ・ＥＰＡによる本県農林水産業への影響

平成 年 月に国が、ＴＰＰ１１協定及び日ＥＵ・ＥＰＡに伴う農林水産物への影

響額を公表したことを受け、県においても、県内農林水産物への影響試算を行った。

国の試算を参考にした価格への影響に、生産量への影響やコメ、野菜への影響を上乗

せした独自試算を行い、平成 年（ 年）２月 日に公表した（県議会農林水産常

任委員会）。

その結果、ＴＰＰ１１では、米国離脱による影響緩和等で ～ 億円（ＴＰＰ１

２： ～ 億円）となった。また、日ＥＵ・ＥＰＡでは、 ～ 億円となった。影
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図Ⅰ 各種経済連携協定交渉の枠組み
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「 年までにＦＴＡ比率（※１） ％（ 年末： ％）」を掲げ、経済連携協定

交渉の早期妥結を目指している。

日本は、これまでにアジアを中心に の国・地域との間で協定を署名しており、こ

のうち 協定が発効している。

最近では、平成 年（ 年）から日中韓、ＲＣＥＰ（※２）と、平成 年（

年）からトルコとＥＰＡ交渉を開始している。現在、コロンビア、日中韓、トルコ、

ＲＣＥＰの６カ国・地域と交渉中である。なお、カナダ、韓国とは交渉中断中、ＧＣ

Ｃ（※３）とは交渉延期中である。（図Ⅰ 、表Ⅰ ）

※１：ＦＴＡ比率…日本の貿易額に占めるＦＴＡやＥＰＡなどの締結国との貿易額の割合（カ

バー率）のこと

※２：ＲＣＥＰ（東アジア地域包括的経済連携）…自由貿易協定（ＦＴＡ）をアジア域内で広

域化する構想。実現すれば、域内人口が約 億人、国内総生産（ＧＤＰ）が約 兆ドル

（約 兆円。世界の国内総生産（ＧＤＰ）の３割弱を占める。）の巨大な貿易経済圏

が誕生することとなる。

※３：ＧＣＣ（湾岸協力会議）…ペルシャ湾岸６産油国で構成する地域協力機構で加盟国地域

における共通規制・経済発展・共通通貨・人的交流などの推進を目指して 年に創設さ

れた。加盟国は、サウジアラビア、アラブ首長国連邦（ＵＡＥ）、クウェート、カター

ル、バーレーン、オマーンの６カ国。平成 年から交渉延期中。

２ ＥＰＡ・ＦＴＡの今後の動向

現在（２０１９年１２月時点）、政府は、ＲＣＥＰ、トルコ、コロンビア、日中韓

と交渉中だが、合意に至ったものから順次、署名・発効手続きを進めていくものと思

われる。

特に、ＲＣＥＰについては、令和元年（ 年） 月に首脳会合が開催され、重要

分野である関税の削減・撤廃で合意に至らず、目標としていた令和元年（ 年）内

の妥結を断念した。しかしながら、共同声明では、インドを除く１５か国での交渉が

条文ベースで基本的に終了したとされ、インドを除いた１５か国での協定署名に向け

て今後進展していく可能性がある。ＲＣＥＰは、農産物輸出国のオーストラリア、ニ

ュージーランド、タイ等が交渉に参加しており、影響が懸念されるため、交渉の行方

を注視する必要がある。

さらに、日中韓ＦＴＡについては、「ＦＴＡ交渉の加速」で方向性は一致している

ものの、実現に向けた明確な協議の進展は乏しく、先行き不透明であるが、動向を注

視する必要がある。
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表Ⅰ 日本のＥＰＡ・ＦＴＡをめぐる状況

相手国 政府間交渉 大筋合意 協定署名 協定発効

シンガポール ～ －
改正 改正

メキシコ ～ －
改正 改正

マレーシア ～ ．

チリ ～

タイ ～

インドネシア ～

ブルネイ ～

アセアン全体 ～

フィリピン ～

スイス ～

ベトナム ～

インド ～

ペルー ～

オーストラリア ～

モンゴル ～

ＴＰＰ１１ ～

ＥＵ ～

米国 ～

コロンビア ～

日中韓 ～

ＲＣＥＰ ～

トルコ ～

中断 カナダ ～ 交渉中断中）

中断 ＧＣＣ ～ 交渉延期中

中断 韓国 ～ （平成 年 月以降、交渉中断）

発
効
又
は
署
名
済

交
渉
中
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